第１号様式（第８条関係）　　　　　　　　　　　　　
介護付有料老人ホーム居住費補助受給資格認定申請書
（特別養護老人ホーム待機者解消対策事業）
　　　年　　　月　　　日
江　戸　川　区　長　 殿
特別養護老人ホーム待機者解消対策事業として、介護付有料老人ホーム居住費補助の
受給資格認定を受けたいので、次のとおり申請します。
	申　　請　　者
	フリガナ
	
	　　　　

	
	氏　　　名
	
	　　　　　　　　　　　　印

	
	生 年 月 日
	　
年　　　　月　　　　日生
	年齢
	歳　

	
	住　　所
	〒

　
電話番号

	
	介護保険の状況
	被保険者
番号
	
	介護認定
	要介護
３　・　４　・　５

	
	
	認定の有効期間
	　　　 年　　　月　　　日　　～ 　　  年　　　月　　　日　　　　

	生活保護の受給状況
	・受給している　　　　・受給していない

	待機中の特別養護老人ホームからの
入所申し入れの有無
（　　　年　月　日から現在までの間）
	・なかった 
・あったが断った

（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	上記の申請内容に相違なく、必要書類を添えて居住費補助の受給認定を申請します。
【必要書類】①当該事業に係る同意書（裏面）　②介護保険被保険者証の写し


	認定申請書
提出者
	□申請者本人（以下記入不要）　　　　　□申請者本人以外（下の欄に記入）

	フリガナ
	
	申請者との関係
	

	提出者の氏名
	
	
	

	住所
	　〒

電話番号


※申請書を提出できるのは、原則として、本人、親族、法定代理人等に限ります。本人以外が提出する場合は、
本人との関係が分かる書類を提出してください。なお、身分を証明する書類、委任状が必要な場合があります。
【特別養護老人ホーム待機者解消対策事業に係る確認及び同意書】
※内容をご確認いただき、□にチェック（✔）を入れてください。
	□
	１
	申請内容は正しく記載してください。偽りその他不正の行為によって本事業の補助を受けたり、又は受けようとしたときは、以後当該補助を受けることができなくなるばかりでなく、不正受給した金額の全額または一部を返還していただきます。また、違約加算金及び延滞金を納付していただく場合があります。

	□
	２
	申請の内容を審査し、後日、認定通知書を送付します。審査の結果、対象とならない場合があります。補助金を受給できる人数は、介護付有料老人ホーム（以下「有料ホーム」といいます。）１施設あたり５人までです。有料ホームとの契約及び入居は認定通知を受けた後に行ってください。なお、補助を受けても、有料ホームの月々の費用は高額の場合があります。入居時に必要な費用もありますので、担当者から説明を受け、契約は慎重に行ってください。

	□
	３
	補助金は、有料ホームに利用料を支払った後に支給します。認定通知の際に区あての請求書を同封しますので、原則月ごと（有料ホームに利用料を支払った月の翌月末まで）に請求してください。区では、請求を受けて、本人名義の金融機関口座に補助金を振り込みます。なお、次回以降の請求については、請求書をコピーしてご利用ください。

	□
	４
	有料ホームに入居した日の属する月は、日割り計算により補助金の額を算出します。

	□
	５
	補助金の支給は、受給資格消滅月までを対象とし（３年間（入居した月を含め３６か月）が限度）、消滅した月は実質負担額を上限に補助金を算出します。
ただし、下記６から１０の補助の終了に該当する場合は、その月の初日から受給資格消滅日までの日数の日割り計算により算出した額とします。

	□
	６
	待機中の特別養護老人ホーム（以下「特養」といいます。）から、受け入れの打診があった場合は、速やかに入所してください。入所を断った場合は、特段の理由がない限り補助は終了となります。また、区から、待機中の特養に対して、受け入れの連絡の有無や、連絡した際の状況について問い合わせる場合があります。

	□
	７
	特養に入所の申し込みをしていることが支給の要件となっていますので、必ず入所の更新手続きを行ってください。更新を忘れるなどして特養の申し込み名簿から削除された場合、補助は終了となります。

	□
	８
	江戸川区の介護保険被保険者でなくなった場合は、補助は終了となります。

	□
	９
	介護保険要介護状態区分が要介護２以下となった場合は、補助は終了となります。

	□
	１０
	生活保護を受給することになった場合、補助は終了となります。

	□
	１１
	上記６から１０の補助の終了に該当する場合は、速やかに区にご連絡ください。受給資格がなくなったにも関わらず、補助金を受けた分については、全額または一部を返還していただきます。また、違約加算金及び延滞金を納付していただく場合があります。

	□
	１２
	本事業で受給する補助金は、雑所得とみなされます。年金所得者で公的年金以外の所得が２０万円を超える場合、確定申告などの手続きが必要となる可能性があります。
参考に国税庁のホームページ（http://www.nta.go.jp/）をご確認ください。
※所得税の関係でご不明な点は、直接下記にお問い合わせください。
・江戸川北税務署　３６８３－４２８１　・江戸川南税務署　５６５８－９３１１
なお、住民税については、申告が必要となります。所得があった翌年１月１日現在、住民票がある区市町村に申告してください。


特別養護老人ホーム待機者解消対策事業について、上記内容を確認し同意します。　　　　　　　　　
　　年　　月　　日　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
